
（ ）

諸謝金 0.1 0.1

中間目標

平成30年度 令和元年度

目標最終年度

年度

年度

代替指標

一般会計

年度

定性的な成果目標と平成30～令和２年度の達成状況・実績

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

人事院規則2-3（人事院事務総局等の組織）第29条第
18号

主要政策・施策

代替目標

-

代替目標

人 46100 18100

- -

実績

各府省と連携しながら、効率性を踏まえつつ、効果的な人材確保活動を行っ
た結果、各府省の採用担当部局からのヒアリングによれば、各府省における
採用者については、概ね例年並みの人材が確保できたとされている。

定量的な目標
が設定できな
い理由及び定
性的な成果目

標

達成度

根拠として用いた
統計・データ名

（出典）

81% 78% 121%
当初予算＋補正予算に対す
る執行額の割合（％）

代替指標 単位

実績

定量的な目標が設定できない理由

単位

人材確保活動等のうち、説
明会等の参加者数（元年度
3月イベントは中止、2年度
はＷＥＢの延べ視聴回数を
含む）

目標値

達成度

中間目標
定量的な成果目標

平成30年度 令和元年度 令和２年度

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

令和元年度 令和４年度要求

予算
の状
況

18

実施方法

本事業は、多様で有為な人材を確保（採用）するための情報発信
や啓発活動を総合的に行うものであり、この成果を反映する定量
的な指標を設定することは困難である。

平成30年度

％

％

人材確保対策の推進 担当部局庁 人材局 作成責任者

事業開始年度

直接実施

担当課室 企画課 課長　箕浦正人

事業名

会計区分

令和３年度

0

目標値

翌年度へ繰越し 0

計

令和２年度

その他の事項経費

0

補正予算

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

定
量
的
な
成
果
目
標
の
設
定
が
困
難
な
場
合

99400

事業終了
（予定）年度

終了予定なし

主要経費

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

国家公務員の仕事に関する情報を発信し、学生等への啓発活動を行うこと等により、複雑高度化する行政を支える多様で有意な人材の確保につなげるこ
とを目的とする。

前年度から繰越し 0 0

成果実績

目標値

成果指標 単位

00

10 0

0

2020年度大学等卒業予定者等の採用について（令和2年2月
12日各省庁人事担当課長会議申合せ）等

平成30年度 令和元年度 令和２年度
目標最終年度

予算額・
執行額

（単位:百万円）

0

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

予備費等

19当初予算

令和３年度行政事業レビューシート 人事院

執行額

16 18 29 20 80

14 35

執行率（％） 81% 78% 121%

-

事業の妥当性
を検証するた
めの代替的な
達成目標及び

実績

13

％

年度

平成４年度

-

令和２年度
中間目標 目標最終年度

年度

0 0

20 80

関係する
計画、通知等

達成度

-

0

主な増減理由

大学生・大学院生に対し、国の行政や政策課題への理解及び公務へ
の関心を高めることを狙いとしたイベントの充実及び国家公務員志望
者増に向けた人材発掘施策の新規展開のため。

令和４年度要求

-

0

0

各府省と連携しながら、各種説明会やイベント等を実施し、国家公務員の仕事とその魅力等についての情報発信や、学生等への啓発活動を行っている。ま
た、国家公務員志望者に向けたガイドの作成などの従来型の広報活動に加え、ＳＮＳを積極的に活用した情報発信を行っている。

16

年度

令和３年度当初予算

14.6

2.7

2.2

20

歳出予算目

任用試験費

講師等旅費

職員旅費

計

事業番号 0004

80

令和３・４年度
予算内訳

（単位：百万円）

76.4

2.1

1.8



115

３年度
活動見込

計算式

3年度活動見込

282 773

157

13/46,100

31

４年度
活動見込

○

事業番号

費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

有

○

資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

○

事業実施に当たって他の手段・方法等が考えられる場合、それと比較してより効果
的あるいは低コストで実施できているか。

-

単位当たり
コスト

算出根拠

当初見込み

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位

人材確保に係る説明会等の開催数（元年度3月イベント
は中止、2年度は2月までの対面型を中止し、一部をＷＥ
Ｂで代替）

157 102

平成30年度 令和元年度 令和２年度

回

円

百万円/人

回

14/18,100

受益者との負担関係は妥当であるか。

民間企業との人材獲得競争が激化し、国家公務員採用試験の応募者の減少傾向が続いていることから、人材確保イベントの実施方法やＳＮＳ
等による情報発信について、学生へのアンケート結果や各府省・大学関係者等との意見交換結果も踏まえつつ、更に工夫を重ね、公務員志望
者の裾野を拡大する必要がある。加えて、ＷＥＢ化にも対応していく必要があるところ、可能であれば人員・予算増による活動強化を検討してい
きたい。

次代を担う高い資質と使命感を有する人材を確保することは必要不可欠である。そのための人材確保対策の重要性はさらに増大しているとこ
ろであり、公務の魅力を直接PRする説明会・講演会と、紙媒体・電子媒体での情報発信に工夫を重ねてきているところ。さらにＷＥＢイベントや
ＳＮＳの充実によりコロナ禍においても十分な情報発信が可能となった。

整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

事
業
内
容

の

一
部
改
善

点
検
・
改
善
結
果

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

関
連
事
業

-

事
業
の
有
効
性

成果実績は成果目標に見合ったものとなっているか。

○

改善の
方向性

352

活動実績

令和２年度

単位当たりコスト等の水準は妥当か。

事業の目的は国民や社会のニーズを的確に反映しているか。

○

一般競争契約、指名競争契約又は随意契約（企画競争）による支出のうち、一
者応札又は一者応募となったものはないか。

競争性のない随意契約となったものはないか。

項　　目

事
業
の
効
率
性

その他コスト削減や効率化に向けた工夫は行われているか。

○

所管府省名

○

評　価

○

不用率が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載）

○

　人材確保対策事業について、国家公務員採用試験申込者を増やすため、新規施策を含めて引き続き効果的・効率的な事業の検討・実施に努め
ることとし、効率的に執行した実績を概算要求に適切に反映させること。

事業名

活動実績は見込みに見合ったものであるか。

○

単位

執行額／説明会等の参加者数
（2年度は参加者数にＷＥＢの延べ視聴回数を含む）

143 157

外部有識者の所見

国
費
投
入

の
必
要
性 ○

単位当たり
コスト

事業所管部局による点検・改善

平成30年度

地方自治体、民間等に委ねることができない事業なのか。

政策目的の達成手段として必要かつ適切な事業か。政策体系の中で優先度の高い
事業か。

競争性が確保されているなど支出先の選定は妥当か。　

評価に関する説明

執
行
等
改

善

関連する事業がある場合、他部局・他府省等と適切な役割分担を行っているか。（役
割分担の具体的な内容を各事業の右に記載）

○

令和元年度

35/99,400

点検結果

繰越額が大きい場合、その理由は妥当か。（理由を右に記載） -

今後の国の行政を担う優秀な人材を確保するため、各府省
と連携しつつ、学生等に公務の魅力や求める人材像などの
情報を正確に伝え、かつ興味を持ってもらえるように工夫し
ながら説明会等を開催しており、地方自治体、民間に委ねる
ことはできない。

説明会等の会場の借用に当たっては、参加者及び参加機関
の利便性やイベントの特性等を考慮した中で、できるだけ安
価な会場を確保するよう努力している。
ガイド、ポスター等の紙媒体、メールマガジン等の電子媒体
についても、総合評価入札、見積り合わせを行った上での契
約としている。
令和２年度については、試験日程の延期等に伴って、急遽、
説明会の代替として動画を作成することとなり、業者の選定
は日程を最優先とする必要が生じた。また、新型コロナウイ
ルス感染症の感染防止の観点から、初のＷＥＢ大規模イベ
ントを実施した。業者の選定に当たっては、総合評価方式を
採用し、安定した配信を確実とするため、実績を重視した内
容とした。

民間企業との人材獲得競争が激化し、国家公務員試験応募
者数が減少傾向にある中、公務の魅力や求める人物像等を
継続的に発信することが、各府省における人材確保に不可
欠と考えている。

有

行政事業レビュー・調達改善推進チームの所見

　※ 外部有識者による点検の対象外の事業

　人材確保対策事業については、学生等の動向、各種アンケート結果、各府省・大学関係者等との意見交換結果を踏まえ、新規施策を含めて、説
明会等の実施方法や広報媒体などの情報発信を適宜工夫して実施する中で、効果的・効率的な事業の実施に努め、効率的に執行した実績を概
算要求に適切に反映させる。



※令和２年度実績を記入。執行実績がない新規事業、新規要求事業については現時点で予定やイメージを記入。

【一般競争契約(総合評価)等】

【一般競争契約(最低価格)等】

【随意契約(公募)】

【随意契約(少額)】

【本院から予算配分】 【随意契約(公募)等】

A.（株）マイナビほか　　　22.8百万円

（人材確保に係るＷＥＢイベント実施等）

B.不二オフセット（株）ほか　　　3.3百万円

（人材確保のための広報資料の作成）

人事院
35百万円

C.（株）渋谷フォーラムエイト　　　2.7百万円

（人材確保に係るイベント会場借料）

D.トライコーン（株）ほか　　　2.0百万円

（人材確保のためのメールマガジンの発信等）

地方事務局（9）
4.2百万円

F.（株）大阪国際会議場ほか　　　　　4.2百万円

（人材確保に係るイベント会場借料等）

E.事務費　　　　　　　0.2百万円

（人材確保のための意見交換会等の実施経費）

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）

（単位：百万円）

備考

平成26年度 － 平成27年度 － 平成28年度 －

平成22年度 － 平成23年度 － 平成24年度

3 令和元年度 令和２年度 33平成30年度

平成29年度 －

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ 平成25年度 －



支出先上位１０者リスト

A

B

C

3
（株）ワークス・ジャパ
ン

8010001133930
総合職・一般職試験１次試験合格者
対象WEB合同業務説明会動画作成

4 （株）マイナビ 3010001029968
WEB総合職中央省庁セミナー及び
WEB一般職各府省合同業務説明会
DM配信

随意契約
（少額）

5 （株）マイナビ 3010001029968
WEB総合職中央省庁セミナー及び
WEB一般職各府省合同業務説明会
データ集計

0.4
随意契約
（少額）

計 0.0 計 2.2

借損
人材確保のための啓発・募集活動に係る会
場借料

2.2

計 2.7 計 0.8

E. F.（株）大阪国際会議場

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

0.9

印刷製本費 募集関係資料の印刷代 1.8

C.（株）渋谷フォーラムエイト D.トライコーン（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

雑役務費 啓発活動に係るＷＥＢイベント実施業務料 5.5

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

雑役務費 ＷＥＢイベントデータ集計業務料 0.4

計 17.8 計 1.8

雑役務費 募集活動に係るＷＥＢイベント実施業務料 11.0

雑役務費 ＷＥＢイベント広報費

金　額
(百万円）

B.不二オフセット（株）

1
一般競争契約

(総合評価)
3010001029968

WEB総合職中央省庁セミナー及び
WEB一般職各府省合同業務説明会
実施業務

WEB公務研究セミナー実施
業務

契約方式等

2

1
(2)

法　人　番　号

3010001029968

使　途

1
(1)

11.0

支　出　額
（百万円）

支　出　先 入札者数
（応募者数）

落札率

借損
人材確保のための啓発・募集活動に係る会
場借料

雑役務費

費　目

2 （株）谷村事務所 7010001101228 1.2

「国家公務員総合職試験ガ
イド」ほか印刷製本

「国家公務員総合職試験ガ
イド」ほかデザイン作成

費　目

3

支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

不二オフセット（株） 5013101000342 1.8
16
(16)

7
(7)

（株）エムア 9050001026329 0.2

1

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等

1
（株）渋谷フォーラム
エイト

7011001123708
総合職中央省庁セミナー会
場

2.7
随意契約
（公募）

一般競争契約
(最低価格)

一般競争契約
(総合評価)

随意契約
（少額）

5.5
一般競争契約

(総合評価)

入札者数
（応募者数）

国家公務員人材確保資料
印刷

2.7

業　務　概　要

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

5.0
随意契約
（その他）

0.9

0.8

金　額
(百万円）

A.（株）マイナビ

使　途

（株）マイナビ

（株）マイナビ

費目・使途
（「資金の流れ」に
おいてブロックご
とに最大の金額

が支出されている
者について記載
する。費目と使途
の双方で実情が
分かるように記

載）

メールマガジン配信・管理システム運用料



D

F

国庫債務負担行為等による契約先上位10者リスト

9
(一財)宮城県教育会
館

1370005000296 公務研究セミナー会場取消 0.02
随意契約
（少額）

10 (株)名鉄交通商事 7180001011212
イベント実施にかかる荷物
運搬

0.01
随意契約
（少額）

7
赤帽福岡県軽自動
車運送協同組合

4290005002133
イベント実施にかかる荷物
運搬

0.05
随意契約
（少額）

8
(一財)宮城県教育会
館

1370005000296
官庁合同業務説明会会場
取消

0.02
随意契約
（少額）

5
(一財)道民活動振興
センター

4430005010831
総合職中央省庁セミナー会
場

0.1
随意契約
（少額）

6
(一財)宮城県教育会
館

1370005000296
本府省合同業務説明会会
場取消

0.09
随意契約
（少額）

3 (大)福岡女子大学 1290005004173
総合職中央省庁セミナー会
場

0.5
随意契約
（少額）

4
(一財)宮城県教育会
館

1370005000296
総合職中央省庁セミナー会
場

0.2
随意契約
（少額）

1
（株）大阪国際会議
場

4120001059623
総合職中央省庁セミナー会
場

2.2
随意契約
（公募）

2 （学）愛知大学 2180305002151
総合職中央省庁セミナー会
場

0.9
随意契約
（公募）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要

ﾌﾞﾛｯｸ
名

契　約　先 法　人　番　号 業　務　概　要
契約額

（百万円）
契約方式

入札者数
（応募者

数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（契約額10億円以上）

1

支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数

（応募者数）
落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1010001012983（株）大塚商会 0.02

トライコーン（株） 5011101040706
メールマガジン配信・管理
システム運用

0.8

随意契約
（少額）

2

1

3

4

広友サービス（株） 3010401009875 パソコン等購入 0.5
随意契約
（少額）

NTTコムオンライン・マーケ
ティング・ソリューション（株） 4013301021701

総合職第1次試験合格者等に対する
アンケート調査業務委託 0.7

随意契約
（少額）

インターネット接続用Ｗｉ－
Ｆｉルーター

随意契約
（少額）


